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Ⅰ　はじめに

　2001年のWHO（世界保健機関）総会において
採 択 さ れ たICF（International Classification of 
Functioning, Disability and Health,国際生活機能分
類）は，その目的の一つに「健康状況と健康関連状
況とを表現するための共通言語を確立し，それに
よって，障害のある人々を含む，保健医療従事者，
研究者，政策立案者，一般市民などのさまざまな利
用者間のコミュニケーションを改善すること」を挙
げている（世界保健機関，2002）。また，ICFの派
生分類として分類項目の拡充等が図られ，2007年に
公表されたICF-CY（Children and Youth Version,
同児童版）においても，その目的として「乳児期，
少年期に現れた諸問題，すなわち心身機能・構造上

の問題，活動制限，参加制約，また児童にとって重
要な環境因子を記録するための概念的枠組みと共通
言語・共通用語を提供する」と述べている（世界保
健機関，2008）。
　本邦においては，ICFが採択された翌年の2002年
に策定された障害者基本計画の中で障害の理解や適
切な施策推進の観点からICFの活用方策を検討する
旨が記載され，以降，様々な分野で活用が図られて
きた。2006年には社会保障審議会統計分科会の下部
組織として生活機能分類専門委員会が置かれ，様々
な分野でのICFを巡る諸課題について検討が行われ
てきた。また，同委員会を所管する厚生労働省主
催によって2010年に開催されたシンポジウムでは，

「生活機能分類の活用に向けて―共通言語としての
ICFの教育・普及を目指して―」とのテーマのもと，
関連分野をつなぐICFの活用の方向性が検討された
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別支援教育総合研究所におけるこれまでの関連研究での関連成果報告等合計112件を対象として，これまで
の調査等を踏まえて設定した観点で分析した。その結果，ICFとICF-CYに共通した概念の活用等が各分野に
共通している一方，分類項目や評価点の活用等，分野による違いが推測された。特別支援教育推進における
連携のためにICF又はICF-CYを用いる際は，概念を用いたケースの理解の有効性とともに，分野による活用
の特徴を踏まえる必要性が示された。
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（厚生統計協会，2011）。
　特別支援教育分野の動きとしては，例えば，国立
特別支援教育総合研究所（以下「本研究所」とい
う）では，ICF活用の可能性について検討した冊子
を発行し（国立特殊教育総合研究所・世界保健機関，
2005），その後も研究課題「ICF児童青年期バージョ
ンの教育施策への活用に関する開発的研究（2006～
2007年度）」，「特別支援教育におけるICF-CYの活用
に関する実際的研究（2008～2009年度）」，「特別支
援教育におけるICF-CYの活用に関する研究－活用
のための方法試案の実証と普及を中心に（2010～
2011年度）」を立て，活用のあり方や方法等の検討
に取り組んだ。その一環として実施した特別支援学
校を対象としたICF及びICF-CYの活用状況等の悉
皆調査では，回答校全体の約21％において何らか
の形でICF又はICF-CYが活用されていることが明
らかになった（松村他，2009）。また，2009年及び
2010年には，日本特殊教育学会においてICFの活用
をテーマとした準備委員会シンポジウムが開催され
ており，関係者間における関心の高まりも窺える。
　特別支援学校の学習指導要領等の解説において
は，ICFについて２カ所言及されている。まず，自
立活動編では，「障害による学習上又は生活上の困
難」のとらえ方と関連づけて述べられている（文部
科学省，2009a）。ただし，「障害による学習上又は
生活上の困難」は，学校教育法に示された特別支援
教育の目的の中に示されていることから，このこと
は自立活動のみに限定するものではなく，特別支援
学校全体について述べているものといってよい。次
に，総則等編では，作成が義務づけられた個別の教
育支援計画における関係者間での実態把握と共通理
解の参考とするものとして述べられている（文部科
学省，2009b）。前述の調査においても，特別支援
学校においてICF又はICF-CYの活用でもっとも多
い活用場目は個別の教育支援計画であることが報告
されている（松村他，2009）。
　特別支援教育の推進にあたっては，各学校及び各
教育委員会等が必要に応じて医療，福祉，保健，労
働等の業務を行う関係機関との連携を図る旨のこと
が「特別支援教育の推進について（通知）」（19文科
初第125号）において述べられている。同様に，特

別支援学校の学習指導要領等の総則においても，家
庭や地域，医療，福祉，保健，労働等の関係機関と
の連携の必要性とそのために個別の教育支援計画を
作成する旨のことが述べられている（文部科学省，
2007，2009c）。
　以上を整理すると，特別支援教育を推進するに
は，教育のみならず関連分野の機関や職種等との連
携が必要であり，またそのための手だての一つとし
てICF又はICF-CYの活用が考えられる。これまで
本研究所においては，特別支援教育の活用状況等に
ついては，前述の調査（松村他，2009）等を通して
検討してきたが，関連分野の活用の検討は「ICF児
童青年期バージョンの教育施策への活用に関する開
発的研究（2008）」以降，十分には行っていない。
各分野のICF及びICF-CYの活用の検討としては，
前述のシンポジウムの他，雑誌の特集（日本発達障
害学会，2007；医学書院）や紀国谷（2007）による
指摘等があるが，関連分野との連携のもとでの特別
支援教育の推進を念頭において考察したものは見当
たらない。
　そこで，本研究においては特別支援学校の学習指
導要領等において，連携が必要な関連分野として例
示された医療，福祉，保健，労働各分野における
ICF又はICF-CY活用の特徴について文献での記述
内容を手がかりに把握し，特別支援学校での活用状
況との比較による検討を行うことにした。

Ⅱ　目的と方法

１．目的
　医療，福祉，保健，労働各分野におけるICF又は
ICF-CY活用に関する文献の記述内容について，そ
れらの特徴について検討し，併せて特別支援学校で
の活用状況と比較することをとおして，関連各分野
との連携にICF又はICF-CYを活用する際の知見を
得ることを目的とした。

２．方法
（１）�特別支援学校におけるICF及びICF-CYの活用

状況
　関連分野の活用に関する記述内容との比較のた
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め，前述の調査（松村他，2009）において明らかに
なった特別支援学校における活用状況について，本
研究に関連した内容として，特に活用の観点に焦点
を当て，整理した。

（２）関連分野の検討結果
１）対象
　以下の手続きで選定した医療，福祉，保健，労働
各分野におけるICF又はICF-CY活用に関する文献
を対象とした。まず，文献検索データベースCinii

（論文情報ナビゲータ）を用いて，キーワード検索
を行った。検索日は2012年７月20日である。各分野
のキーワードは，医療分野については「ICF」と「医
療」及び「ICF」と「リハ」，福祉分野について「ICF」
と「福祉」，保健分野については「ICF」と「保健」，
労働分野については「ICF」と「雇用」，及び「ICF」
と「就労」とした。抽出された文献について，①記

述内容がその本研究の趣旨と異なるものや重複する
ものを除き，②該当領域以外について記述されてい
るものは，適切と思われる分野の資料として採用し
た。ただし，要旨のみの記載のような全体の記述が
判断できない学会発表資料等は除き，③複数の分野
について記述されているものはそれぞれの分野の資
料として判断する，という作業を行った。次に，著
者が各分野のICF及びICF-CY活用についての検討
結果をまとめた文献等も適宜取り入れた。
２）分析
　同調査の中で活用の観点について尋ねた際に用い
た選択肢（表1） を参考にして次の①から⑦の観点
を設定した。
　さらに，その他の文献等（大川，2006；徳永，
2007）を参考にして，⑧実行状況と能力の活用，⑨
連携のための共通言語としての活用及び⑩分類項目
を調査等に直接用いた統計ツールとしての活用とい

表１　「活用の観点」に関する選択肢と対応する分析の観点

選択肢 対応する観点

ア）心身機能・身体構造，活動，参加という生活の機能に加え，環境因子や個人因
子等を含めて多面的・総合的に人を理解するという考え方を活用している

①「概念」

イ）「健康状態」を重視する視点を活用している ②「構成要素」

ウ）「心身機能・身体構造」を重視する視点を活用している

エ）「活動」を重視する視点を活用している

オ）「参加」を重視する視点を活用している

カ）「環境因子」を重視する視点を活用している

キ）「個人因子」を重視する視点を活用している

ク）ICFの概念図を模した図（以下，「ICF関連図」）を用いて幼児児童生徒の情報を
整理する方法を活用している

③「図式又は書式」

ケ）「ICF関連図」等で幼児児童生徒に関する複数の情報を関連づける方法を活用し
ている

コ）「ICF関連図」作成作業を共有する方法を活用している

サ）作成された「ICF関連図」を共有する方法を活用している

シ）「ICFチェックリスト（独自に創意工夫したものを含む）」等によりICF又はICF-
CYの分類項目を活用している

④「第２レベルまで」、⑤「詳
細分類」

ス）チェックリストではなく，ICF又はICF-CYの分類項目そのものを活用している ④「第２レベルまで」、⑤「詳
細分類」，⑥「コアセット」

セ）ICF又はICF-CYの分類項目の評価点を活用している ⑦「評価点」

ソ）その他
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う３つの観点を加え，合計10個の観点を設定した。
①概念の活用
　 　設問ア）に対応したもの。以下「概念」と略記。
②各構成要素の活用
　 　設問イ）～キ）に対応したもの。以下「構成要

素」と略記。
③ 概念に基づき，構成要素を用いて図式化或いは書

式化して情報を整理する形態での活用
　 　設問ク）～サ）に対応したもの。以下「図式又

は書式」と略記。
④分類項目（第１又は第２レベル）の活用
　 　設問シ） 及びス）に対応したもの。以下「第２

レベルまで」と略記。
⑤分類項目（詳細分類）の活用
　 　設問シ）及びス）に対応したもの。詳細分類に

ついて述べる場合は，必ず④の第２レベルまの分
類項目に述べることになるが，ここでは，⑤のみ
に整理した。以下「詳細分類」と略記。

⑥特定の分類項目のセット（コアセット）の活用
　 　設問ス）に対応したもの。以下「コアセット」

と略記。　
⑦評価点の活用
　 　設問セ）に対応したもの。以下「評価点」と略

記。
⑧実行状況と能力の活用
　 　他の文献を参考にした。以下「実行状況と能力」

と略記。
⑨連携のための共通言語としての活用
　 　他の文献を参考にした。ICF又はICF-CYに関

連づけず連携等について言及したものは含まな
い。以下「共通言語」と略記。

⑩ 分類項目を調査等に直接用いた統計ツールとして
の活用

　 　他の文献を参考にした。調査の分析にのみ用い
たものは含まない。以下「統計」と略記。 

　これらの10個の観点を用いて，各分野の文献の記
述内容について，ICF又はICF-CYに関連させた上
で言及しているものについて整理した。一つの文献
において複数の該当の観点がある場合は，言及の仕
方によらず，全ての観点に印をつけた。次に観点毎

の記述の割合について当該分野全体の文献数を分母
に算出し，当該分野の記述状況を把握した。
　最後に，全４分野の観点毎の割合と，特別支援学
校の活用状況とを比較しながら各分野の特徴につい
て，考察を行った。

Ⅲ　結果

１．�特別支援学校におけるICF及びICF-CYの活用
状況

　ここでは，特別支援学校におけるICF及びICF-
CYについての認知度及びICF又はICF-CY活用状況
とその成果と課題等について把握することを目的に
行った調査（松村他，2009）結果から，特別支援学
校におけるICF又はICF-CYの活用状況を，特に活
用の観点を中心に述べる。調査の概要は次のとおり
である。
　調査内容のうち，各校の基本情報以外のICF及び
ICF-CYに関する内容は，①ICF及びICF-CYの認知
度，②ICF又はICF-CYの活用状況，③ICF又はICF-
CYの活用後の成果及び活用上の課題についてで
あった。調査対象は本邦の全特別支援学校1,134校

（分校・分教室を含む）とした。調査方法としては，
2009年７月に調査票を各校に送付し，８月を目処と
して郵便又は電子メールへのファイル添付での返送
を求めた。調査基準日は，同年５月31日とした。
　回答総数は809校（回収率71.3％）であった。そ
のうち，ICF又はICF-CYの活用があるとの回答が
あったのは169校（回答校全体の20.9％）であった。
ICF又はICF-CYの活用状況について把握するため，
1）活用の場面，2）活用の目的，3）活用の観点毎
に，それまでに収集した実践報告等のレビューに基
づいて選択肢を設けて尋ねた（複数回答可）。それ
ぞれの結果は次のとおりである。なお，（　）内の
百分率は，活用があると回答した169校における割
合である。
　活用の場面に関する結果について表２に示した。
15個の選択肢のうち，「個別の教育支援計画（個別
の移行支援計画を含む）において」98校（58.0％），

「個別の指導計画において」86校（50.9%），「授業の
計画段階において」51校（30.2%）という順に回答
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が多かった。
　活用の目的に関する結果について表３に示した。
14個の選択肢のうち，「幼児児童生徒の実態把握の
ために」95校（56.2%），「幼児児童生徒への指導・
支援内容や方法の検討のために」87校（51.5％），

「幼児児童生徒の実態から課題の抽出を行うために」
72校（42.6％）という順に回答が多かった。
　活用の観点に関する結果について表４に示した。
活用の観点については本研究の分析の観点の参考に
しているため，少し詳しく述べる。ここでは，［そ
の他］も含め，15個の選択肢を用いた。回答が多
かった順に全て，回答校数も含めて挙げる。なお，
冒頭のカタカナの記号は，表１にも記述した選択肢
の番号である。
　最も回答数が多かったのは，分析の観点「①概念
の活用」に対応させた「ア）心身機能・身体構造，
活動，参加という生活の機能に加え，環境因子や個
人因子等を含めて多面的・総合的に人を理解すると
いう考え方を活用している」101校（59.8％）であっ
た。続けて，分析の観点「②各構成要素の活用」に

対応させた「オ）『参加』を重視する視点を活用し
ている」58校（34.3%），分析の観点「③概念に基づ
き，構成要素を用いて図式化或いは書式化して情報
を整理する形態での活用」に対応させた「ク）ICF 
の概念図を模した図を用いて幼児児童生徒の情報を
整理する方法を活用している」54校（32.0%）とい
う順に続いている。
　一方，ア）～セ）の中でもっとも回答数が少な
かったのは，分析の観点「⑦評価点の活用」に対応
させた「セ）ICF又はICF-CYの分類項目の評価点
を活用している」1校（0.6％）であった。特別支援
教育でのICF又はICF-CY活用に関する報告におい
ても，評価点を活用した実践はわずかに見られる程
度である（伊藤，2007；宮岸他，2009）。

２．関連分野の検討結果
　以下，医療，福祉，保健，労働各分野のICF又は
ICF-CYの活用に関する文献の検討結果について述
べる。

表２　「活用の場面」に関する回答と回答の割合（頻度順）

順
位 選択肢 回答校数 活用のある学校（169

校）の中での割合

１ 個別の教育支援計画（個別の移行支援計画を含む）において 98 58.0%

２ 個別の指導計画において 86 50.9%

3 授業の計画段階において 51 30.2%

4 自立活動の指導において 49 29.0%

5 進路指導において 36 21.3%

6 事例検討会において 32 18.9%

6 話し合いや面談において 32 18.9%

7 個別の教育支援計画や個別の指導計画、授業計画等の間の整理において 30 17.8%

8 センター的機能による地域支援において 27 16.0%

9 交流及び共同学習において 18 10.7%

10 学校での指導内容表等の検討において 17 10.1%

11 授業の振り返り段階において 15 8.9%

12 寄宿舎において 12 7.1%

13 その他 ７ 4.1%

14 統計的な情報の整理において ２ 1.2%
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表３　「活用の目的」に関する回答と回答の割合（頻度順）

順
位 選択肢 回答校数 活用のある学校（169

校）の中での割合

１ 幼児児童生徒の実態把握のために 95 56.2%

２ 幼児児童生徒への指導・支援内容や方法の検討のために 87 51.5%

３ 幼児児童生徒の目標設定のために 72 42.6%

４ 幼児児童生徒の実態から課題の抽出を行うために 69 40.8%

５ 教職員間の共通理解・連携のために 60 35.5%

６ 保護者との共通理解・連携のために 47 27.8%

７ 校外の関連機関・関係者等との共通理解・連携のために 45 26.6%

８ 幼児児童生徒の卒業後の姿をイメージするために 35 20.7%

９ 幼児児童生徒への指導・支援後の評価のために 27 16.0%

10 幼児児童生徒の在学中の先の姿をイメージするために 14 8.3%

11 幼児児童生徒の相互理解のために 12 7.1%

12 幼児児童生徒に関する情報を資料として引き継ぐために ９ 5.3%

13 幼児児童生徒自身の自己理解のために ６ 3.6%

14 その他 ０ 0%

表4　「活用の観点」に関する回答と回答の割合（頻度順）

順
位 選択肢 回答校数 活用のある学校（169

校）の中での割合

１ ア）心身機能・身体構造，活動，参加という生活の機能に加え，環境因子や個
人因子等を含めて多面的・総合的に人を理解するという考え方を活用している 101 59.8%

２ オ）「参加」を重視する視点を活用している 58 34.3%

３ ク）ICFの概念図を模した図（以下，「ICF関連図」）を用いて幼児児童生徒
の情報を整理する方法を活用している 54 32.0%

４ カ）「環境因子」を重視する視点を活用している 45 26.6%

５ エ）「活動」を重視する視点を活用している 42 24.9%

６ ケ）「ICF関連図」等で幼児児童生徒に関する複数の情報を関連づける方法
を活用している 34 20.1%

７ シ）「ICFチェックリスト（独自に創意工夫したものを含む）」等によりICF
又はICF-CYの分類項目を活用している 16 9.5%

８ キ）「個人因子」を重視する視点を活用している 11 6.5%

９ ス）チェックリストではなく，ICF又はICF-CYの分類項目そのものを活用
している 11 6.5%

10 サ）作成された「ICF関連図」を共有する方法を活用している 10 5.9%

11 ウ）「心身機能・身体構造」を重視する視点を活用している ９ 5.3%

12 コ）「ICF関連図」作成作業を共有する方法を活用している ８ 4.7%

13 イ）「健康状態」を重視する視点を活用している ３ 1.8%

14 セ）ICF又はICF-CYの分類項目の評価点を活用している 1 0.6%

15 ソ）その他 0 0%
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表５　医療分野におけるICF又はICF-CY活用に関する文献の記述

記述の観点
文献番号 ①「概念」②「 構 成

要素」
③「 図 式
又 は 書
式」

④「 第 ２
レベルま
で」

⑤「 詳 細
分類」

⑥「 コ ア
セット」

⑦「 評 価
点」

⑧「 実 行
状況と能
力」

⑨「 共 通
言語」

⑩「統計」

１ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
２ ○ ○ ○ ○
３ ○ ○ ○
４ ○ ○
５ ○ ○ ○
６ ○ ○ ○
７ ○ ○ ○
８ ○ ○ ○ ○
９ ○ ○ ○
10 ○
11 ○ ○
12 ○ ○ ○
13 ○ ○ ○ ○
14 ○
15 ○ ○ ○ ○ ○
16 ○ ○
17 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
18 ○ ○ ○
19 ○ ○ ○
20 ○ ○
21 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
22 ○ ○ ○ ○ ○
23 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
24 ○ ○ ○
25 ○ ○
26 ○ ○ ○ ○
27 ○
28 ○ ○
29 ○ ○ ○
30 ○ ○ ○
31 ○ ○ ○ ○ ○
32 ○ ○
33 ○ ○ ○ ○
34 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
35 ○ ○ ○ ○ ○
36 ○ ○ ○
37 ○ ○
38 ○ ○ ○ ○ ○ ○
39 ○ ○ ○ ○
40 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
41 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
42 ○ ○
43 ○ ○ ○ ○ ○ ○
44 ○ ○

合計 33 39 17 ５ 13 10 12 13 18 ６
該当文献
数（44）
の中での
割合

75.0% 88.6% 38.6% 11.4% 29.5% 22.7% 27.3% 29.5% 40.9% 13.6%
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（１）医療分野
　「ICF」と「医療」でヒットした文献数は54，

「ICF」と「リハ」でヒットした文献数は43であっ
た。これらの論文及び他のキーワードでヒットした
論文も合わせて内容を確認し，医療分野における
ICF又はICF-CY活用に関する文献として43件を採
用した。さらに，本研究所の関連研究成果報告書で
報告した文献1件も合わせて合計44件を対象として
分析を行った。
　文献44件について，①から⑩までの観点との対応
関係を整理すると表５のようになった。医療分野全
体の記述の状況について，観点別に件数が多かっ
た順に示す。医療分野の該当文献数（44件）に対
する割合は括弧書きで記した。最も多かったのは，
②「構成要素」39件（88.6%），次に多かったのは①

「概念」33件（75.0%）で，双方とも４分３以上の文
献で記述が見られた。以降は，それぞれ２分の１を
下回り，⑨「共通言語」18件（40.9%），③「図式又
は書式」17件（38.6%），⑤「詳細分類」及び⑧「実
行状況と能力」13件（29.5%），⑦「評価点」12件

（27.3%），⑥「コアセット」10件（22.7%），⑩「統計」
６件（13.6%）の順で続いた。最も少ないのは④「第
２レベルまで」５件（11.4%）であった。

（２）福祉分野
　「ICF」と「福祉」でヒットした文献数は74であっ
た。これらの論文及び他のキーワードでヒットした
論文も合わせて内容を確認し，福祉分野における
ICF又はICF-CY活用に関する文献として36件を採
用した。さらに，本研究所の関連研究成果報告書で
報告した文献２件，本研究所での研究に関聨して発
行した冊子中の文献１件も合わせて合計39件を対象
として分析を行った。
　文献39件について，①から⑩までの観点との対応
関係を整理すると表６のようになった。福祉分野全
体の記述の状況について，観点別に多かった順に件
数と福祉分野の該当文献数（36件）に対する割合を
括弧書きで記す。最も多かったのは，①「概念」35
件（89.7%），次に多かったのは②「構成要素」33件

（84.6%）で，双方とも８割以上の文献で記述が見ら
れた。以降は，それぞれ２分の１を下回り，⑨「共

通言語」14件（35.9%），⑤「詳細分類」10件（25.6%），
⑦「評価点」9件（23.1%），⑧「実行状況と能力」
８件（20.5%），③「図式又は書式」7件（17.9%），
④「第２レベルまで」６件（15.4%），⑥「コアセッ
ト」５件（12.8%）の順であったと続いた。最も少
ないのは⑩「統計」１件（2.6%）であった。

（３）保健分野
　「ICF」と「保健」でヒットした文献数は43であっ
た。これらの論文及び他のキーワードでヒットした
論文も合わせて内容を確認し，医療分野における
ICF又はICF-CY活用に関する文献として13件を採
用した。さらに，本研究所での研究に関連して発行
した冊子中の文献１件も合わせて合計14件を対象と
して分析を行った。
　文献14件について，①から⑩までの観点との対応
関係を整理すると表７のようになった。保健分野全
体の記述の状況について，観点別に多かった順に件
数と保健分野の該当文献数（14件）に対する割合を
括弧書きで記す。最も多かったのは，①「概念」13
件（92.9%），次に多かったのは②「構成要素」12件

（85.7%）で，双方とも８割以上の文献で記述が見ら
れた。以降は，それぞれ２分の１を下回り，④「第
２レベルまで」５件（35.7%），③「図式又は書式」
及び⑦「評価点」２件（14.3%），⑤「詳細分類」，
⑥「コアセット」，⑧「実行状況と能力」，⑨「共通
言語」及び⑩「統計」１件（7.1%）の順であった。

（４）労働分野
　「ICF」と「雇用」でヒットした文献数は３，

「ICF」と「就労」でヒットした文献は３であった。
これらの論文及び他のキーワードでヒットした論文
も合わせて内容を確認し，労働分野におけるICF又
はICF-CY活用に関する文献として６件を採用した。
さらに，本研究所の関連研究成果報告書で報告した
文献２件，本研究所での研究に関連して発行した冊
子中の文献１件，著者の一人が所属する障害者職業
総合センターから報告された研究のうち，ICFが明
示的に活用された報告書６件をも加え，合計15件を
対象として分析を行った。
　文献15件について，①から⑩までの観点との対応
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表６　福祉分野におけるICF又はICF-CY活用に関する文献の記述

文献番号

記述の観点
①「概念」②「 構 成

要素」
③「 図 式
又 は 書
式」

④「 第 ２
レベルま
で」

⑤「 詳 細
分類」

⑥「 コ ア
セット」

⑦「 評 価
点」

⑧「 実 行
状況と能
力」

⑨「 共 通
言語」

⑩「統計」

１ ○ ○
２ ○ ○ ○
３ ○ ○
４ ○ ○ ○
５ ○ ○
６ ○ ○ ○
７ ○ ○ ○
８ ○ ○ ○ ○ ○ ○
９ ○
10 ○ ○
11 ○ ○
12 ○ ○ ○ ○ ○
13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
14 ○ ○
15 ○ ○
16 ○ ○
17 ○
18 ○ ○ ○
19 ○ ○
20 ○ ○ ○ ○
21 ○ ○ ○
22 ○ ○ ○ ○ ○
23 ○ ○ ○ ○ ○
24 ○ ○
25 ○ ○ ○ ○ ○ ○
26 ○ ○ ○ ○
27 ○ ○ ○
28 ○ ○ ○ ○
29 ○ ○ ○ ○
30 ○ ○ ○ ○
31 ○ ○ ○ ○ ○ ○
32 ○ ○ ○ ○ ○ ○
33 ○ ○ ○ ○
34 ○ ○
35 ○
36 ○
37 ○ ○ ○
38 ○ ○ ○
39 ○ ○ ○ ○

合計 35 33 ７ ６ 10 ５ ９ ８ 14 １
該当文献
数（39）
の中での
割合

89.7% 84.6% 17.9% 15.4% 25.6% 12.8% 23.1% 20.5% 35.9% 2.6%
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表７　保健分野におけるICF又はICF-CY活用に関する文献の記述

文献番号

記述の観点
①「概念」②「 構 成

要素」
③「 図 式
又 は 書
式」

④「 第 ２
レベルま
で」

⑤「 詳 細
分類」

⑥「 コ ア
セット」

⑦「 評 価
点」

⑧「 実 行
状況と能
力」

⑨「 共 通
言語」

⑩「統計」

１ ○ ○
２ ○ ○ ○
３ ○ ○
４ ○ ○ ○ ○ ○ ○
５ ○ ○ ○
６ ○ ○ ○
７ ○
８ ○ ○ ○
９ ○ ○ ○
10 ○ ○
11 ○
12 ○ ○ ○ ○
13 ○ ○ ○
14 ○ ○ ○ ○

合計 13 12 ２ ５ １ １ ２ １ １ １
該当文献
数（14）
の中での
割合

92.9% 85.7% 14.3% 35.7% 7.1% 7.1% 14.3% 7.1% 7.1% 7.1%

表８　労働分野におけるICF又はICF-CY活用に関する文献の記述

文献番号

記述の観点
①「概念」②「 構 成

要素」
③「 図 式
又 は 書
式」

④「 第 ２
レベルま
で」

⑤「 詳 細
分類」

⑥「 コ ア
セット」

⑦「 評 価
点」

⑧「 実 行
状況と能
力」

⑨「 共 通
言語」

⑩「統計」

１ ○ ○ ○ ○ ○
２ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
３ ○ ○ ○ ○ ○
４ ○ ○ ○ ○
５ ○ ○ ○ ○
６ ○ ○
７ ○ ○ ○
８ ○
９ ○ ○ ○ ○
10 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
11 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
12 ○ ○ ○ ○
13 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
14 ○ ○
15 ○

合計 14 12 ６ ８ ２ ３ １ ６ ６ ６
該当文献
数（15）
の中での
割合

93.3% 80.0% 40.0% 53.3% 13.3% 20.0% 6.7% 40.0% 40.0% 40.0%
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関係を整理すると表８のようになった。労働分野全
体の記述の状況について，観点別に多かった順に件
数と労働分野の該当文献数（15件）に対する割合を
括弧書きで記す。最も多かったのは，①「概念」14
件（93.3%），次に②「構成要素」12件（80.0%），④「第
２レベルまで」８件（53.3%）で，以上が半数を上
回る文献で記述が見られた。以降は，③「図式又は
書式」，⑧「実行状況と能力」，⑨「共通言語」及び
⑩「統計」が６件（40.0%）で並び，⑥「コアセット」
３件（20.0%），⑤「詳細分類」２件（13.3%）の順
で続いた。最も少ないのは⑦「評価点」１件（6.7%）
であった。

Ⅳ　考察

１．�関連分野全体におけるICF又はICF-CY活用に
関する記述の特徴

　医療，福祉，保健，労働の４分野それぞれで見ら
れた各観点の記述の割合についてまとめると図１の
ようになった。
　各分野に共通して記述の割合が高かった観点は

「障害が全ての人に関わりあうものであること，環
境との関わりあいを要素の一つとしていること，ま
た，各因子（筆者註：「構成要素」の意）が相互に
関連しあっているなど（中川，2002）」等の「概念」

についての記述であった。
　同じく，「構成要素」についての記述も多く見ら
れた。それらの多くは「概念」に関連させながら記
述されていたが，中には，分類項目を用いた事例の
分析の説明として構成要素について記述したもの

（山内他，2008）も見られた。
　４分野に共通しているものとしては，これら２つ
の観点以外は半数以下であった。一方，労働分野に
おける「第２レベルまで」のみが53.３％で半数を
超え，「詳細分類」も合わせると66.７％であり，分
類項目についての記述が多かった。労働分野では

「統計」についても他の３分野より多く，調査等の
統計への活用の相対的な多さが推測できた。

２．関連各分野と特別支援学校との比較の試み
　関連４分野については，文献における記述を対象
としたものであり，該当の観点について記述のあっ
た文献数の各分野の文献数全体に占める割合を算出
している。一方で，特別支援学校における活用状況
については，実際の活用状況を尋ねたものであり，
算出された割合は活用している学校全体を分母，該
当項目を回答した学校数を分子として算出したもの
である。また，特別支援学校は特別支援教育と同義
ではないが，特別支援学校に対して地域における特
別支援教育の中核としての役割の期待が指摘されて

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
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図１　分野毎の各観点の記述割合
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いる（文部科学省初等中等教育局長，2007）ことを
踏まえ，関連各分野との特別支援教育分野の比較
を試みるために本調査の結果を用いることは可能
だと判断した。そのために，便宜的に次のような
操作を行い，関連分野と特別支援学校とでの比較
検討を試みた。
１）   特別支援学校を対象とした「活用の観点」の全

ての選択肢15項目に，次の２項目を加える。
a）  関連分野分析の観点⑨「共通言語」にもっとも

意味が近いと考えられる「活用の目的」の中の
選択肢「校外の関連機関・関係者等との共通理
解・連携のために」

b）  関連分野分析の観点⑩「統計」にもっと意味が
近いと考えられる「活用の場面」の中の選択肢

「統計的な情報の整理において」
　なお，関連分野の観点⑧「実行状況と能力」につ
いては，意味が近い選択肢はない。

２）  関連分野の観点10項目と特別支援学校調査の選
択肢17項目とを分野毎に割合の大きい順に並び
替える。

　以上のような手順で整理すると，表９のように
なった。
　関連分野では観点①「概念」が共通して上位にあ
るが，同様に，特別支援学校調査においても，本
観点「概念」に対応した「ア）考え方」が最も多
い。佐藤（2005）は，ICFを活用する際の重要な特
徴の一つとして，「心身機能」だけでなく「活動」，

「参加」に注目することを指摘している。このこと
を踏まえると，3番目に多かった「オ）『参加』を
重視」や６番目に多い「エ）『活動』を重視」は，
観点「②構成要素」に対応させたイ）～キ）の中
でも，ICFの概念の特徴を表したものだと考えられ
る。上田（2005）は，ICF活用の基本姿勢として，
ICFの概念モデルに示された基本的な考え方に基づ

表９　関連各分野と特別支援学校との比較の試み

順位 医療 福祉 保健 労働 特別支援学校
1 ②「構成要素」88.6% ①「概念」 89.7% ①「概念」 92.9% ①「概念」 93.3% ア）「考え方」 59.8%
2 ①「概念」 75.0% ②「構成要素」84.6% ②「構成要素」85.7% ②「構成要素」80.0% オ）「参加」を重視 34.3%

3 ⑨「共通言語」40.9% ⑨「共通言語」35.9% ④「第２レベ
ルまで」

35.7% ④「第２レベ
ルまで」

53.3% ク）「ICF関連図」で情報を
整理

32.0%

4 ③「図式又は
書式」

38.6% ⑤「詳細分類」25.6% ⑦「評価点」 14.3% ③「図式又は
書式」

40.0% カ）「環境因子」を重視 26.6%

5 ⑤「詳細分類」29.5% ⑦「評価点」 23.1% ③「図式又は
書式」

14.3% ⑨「共通言語」40.0% （目的）関連機関・関係者
等との共通理解・連携

26.6%

6 ⑧「実行状況
と能力」

29.5% ⑧「実行状況
と能力」

20.5% ⑨「共通言語」7.1% ⑧「実行状況
と能力」

40.0% エ）「活動」を重視 24.9%

7 ⑦「評価点」 27.3% ③「図式又は
書式」

17.9% ⑤「詳細分類」7.1% ⑩「統計」 40.0% ケ）「ICF関連図」で複数の
情報の関連づけ

20.1%

8 ⑥「コアセッ
ト」

22.7% ④「第２レベ
ルまで」

15.4% ⑧「実行状況
と能力」

7.1% ⑥「コアセッ
ト」

20.0% シ）「ICFチェックリスト」
等による分類項目の活用

9.5%

9 ⑩「統計」 13.6% ⑥「コアセッ
ト」

12.8% ⑥「コアセッ
ト」

7.1% ⑤「詳細分類」13.3% キ）「個人因子」を重視 6.5%

10
④「第２レベ
ルまで」

11.4% ⑩「統計」 2.6% ⑩「統計」 7.1% ⑦「評価点」 6.7% ス）チェックリストではな
く，分類項目そのものを活
用

6.5%

11 サ）作成された「ICF関連
図」を共有

5.9%

12 ウ）「心身機能・身体構造」
を重視

5.3%

13 コ）「ICF関連図」作成作業
を共有

4.7%

14 イ）「健康状態」を重視 1.8%

15 （場面）統計的な情報の整
理において

1.2%

16 セ）評価点を活用 0.6%
17 ソ）その他 0.0%
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いてケースを理解することが重要である旨を述べて
いる。今回の結果から，関連分野及び特別支援学校
においても，活用においてICF/ICF-CYの概念を重
視していることが推測される。したがって，関連分
野と連携にICF又はICF-CYを活用する際には，そ
の概念を活用したケースの理解の活用が有効ではな
いかと推測される。
　一方，特別支援学校調査ではICFの概念を摸した
図「ICF関連図」で子どもの情報等を整理すること
が３番目に多く，特別支援教育における「ICF関連
図」を用いた取組は決して少なくないことが報告さ
れている（徳永他，2010）。また，前述のとおり，
ICF又はICF-CYを活用している特別支援学校の中
では，個別の教育支援計画において活用しているこ
とがもっとも多く，特別支援学校学習指導要領等の
解説においては個別の教育支援計画についてICFを
参考にすることが述べられている。特別支援学校調
査の目的の関連機関・関係者等との共通理解・連携
が５番目に多くなっていることと合わせて考える
と，関連分野との連携には，共通して重視している
概念を摸した図やICF又はICF-CYを活用した書式
の使用等が有効ではないかと推測される。
　関連分野においては，医療分野及び労働分野にお
いて，観点⑨「共通言語」及び観点③「図式や書式」
が共に40％前後で比較的多くなっていることから，
これらの分野との連携において，ICF又はICF-CY
を活用した図式や書式が有効となる可能性が考えら
れる。
　関連分野の中では，労働分野において分類項目に
ついての記述が比較的多いことを既に述べたが，医
療・保健・労働分野においても，観点④「第２レベ
ルまで」と観点⑤「詳細分類」を合わせるといずれ
も40％を超える。一方，特別支援学校調査では，分
類項目に関する選択肢は二つとも１割に満たない。
このことから，連携における分類項目の活用は，特
別支援学校側にとって，少なくとも調査時点では親
和性が高くないと考えられる。
　分類項目の評価点の活用については，特別支援学
校では多くないことを既に述べたが，関連分野と比
較するとより少ないことがわかる。関連分野では田
中（2005）や厚生労働省（2007）のような評価基準

について工夫が見られるが教育分野での独自の工夫
は見当たらず，教育分野での工夫は今後の検討課題
の一つと考えられる。連携の際にICF又はICF-CY
を活用する場合には，特別支援学校側も少なくとも
分類項目や評価点の大まかな意味は理解しておく必
要があるのではないかと考える。

Ⅴ　まとめと今後の課題

　特別支援教育関連分野として，医療，福祉，保
健，労働各分野におけるICF又はICF-CY活用に関
する文献の記述内容の分析の結果，各分野の共通点
と相違点を大まかに把握することができた。各分野
に共通していることとしては，ICF及びICF-CYの
概念や構成要素に関する記述の多さであった。相違
点としては，労働分野における分類項目や統計への
言及が比較的多いことが挙げられた。
　また，関連分野と特別支援教育分野におけるICF
又はICF-CY活用について比較するために，特別支
援学校を対象にした調査結果との比較検討を試みた
結果，関連各分野との共通点や相違点を大まかに把
握するとともに，連携にあたっての知見が得られ
た。共通点としてはICF及びICF-CYの概念の活用
を重視していると考えられ，連携にあたっては，概
念を用いる有効性が示された。概念を生かした図式
や書式については医療分野や労働分野との連携にお
ける活用が有効と考えられた。相違点としては，特
別支援学校に比べ，関連分野のほうがより分類項
目や評価点への言及が多く，連携においてICF又は
ICF-CYを活用する際は，少なくともこれらの意味
を特別支援学校側も知っておく必要性が示された。
　本研究をとおして得られた関連各分野及び特別支
援教育分野のICF又はICF-CYの活用についての知
見は今後の連携を考える上での手がかりとなると考
える。関連分野との連携にICF又はICF-CYを活用
する際には，各分野での業務内容の違いに加え，こ
れらのICF又ICF-CY活用上の特徴も踏まえる必要
性が示された。
今後の課題としては，以下の点が考えられる。
① 限られた文献数ではあったが，それぞれの記述内

容を量的に整理・検討することで大まかな検討は
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できたが，さらに質的な検討が必要である。
② 関連「分野」としての比較を行ったが，例えば医

療分野の中でも，医師，看護師，理学療法士等，
職種の違いがあり，また対象としている患者の年
齢や疾患の違い等がある。実際の連携についてよ
り具体的な知見を得るためには，さらにそれらの
違いによりICF又はICF-CY活用の在り方がどのよ
うに変わるのかについて検討する必要がある。

③ 2001年のICFの採択直後はICFそのものの紹介や
概念を中心に述べたものが多かったのに対し，比
較的新しい文献では分類項目を調査結果の分析に
用いた取組や評価点の活用への言及も多く見られ
る。また，引用文献についても初期は和文が多
かったが，諸外国の取組，中でも目的別の分類項
目のセットであるコアセットについて触れるもの
等も増えてきている（内山，2009他）。それらの
推移についてより詳細な分析の必要性が考えられ
る。また，諸外国の動向を把握・分析するととも
に，そのことを通して，日本の特徴，各分野の特
徴をさらに分析し，より有効な連携の仕方につい
ての検討する必要性が考えられる。
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特集１　特別支援教育関連分野におけるICF又はICF-CY活用に関する検討

  Characteristics of using ICF/ICF-CY in medical, 
welfare, health and labor fields related to special 
needs education in Japan was investigated, and 
compared to the use of special schools, toward 
contribution to multidisciplinary approaches 
using ICF/ICF-CY. Published articles (n= 1 1 2 ) 
were analyzed from the perspective of previous 
research and compared with survey data of 
special schools. Results indicated that the articles 
commonly referred to conceptual frameworks 
and components. The main difference between 
the articles was that items and statistics were 
described in labor related fields, more often 

than in other fields. Compared to use in special 
schools, it was indicated that more importance 
was attached to the use of concepts. Moreover, 
in related fields, items were mentioned more 
frequently and evaluations were conducted more 
often. It was indicated that using conceptual 
frameworks for comprehending cases was effective 
and that knowledge about items is necessary for 
multidisciplinary approaches using ICF/ICF-CY.

Key�Words: Special Needs Education, Related 
field, ICF, ICF-CY, Multidisciplinary Approach
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